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東 証 上 場 第 ４ ０ 号 

平成２３年８月１６日 

各  位 

株式会社 東京証券取引所 

上場部長 松崎 裕之 

 

独立役員届出書の集計結果（平成２３年８月） 

 
このたび、株式会社東京証券取引所（以下「東証」といいます。）では、平成２３年３月期決

算会社の定時株主総会が終了したことを受けて、本年における独立役員（一般株主と利益相反が

生じるおそれのない社外取締役又は社外監査役をいいます。以下同じ。）の確保状況の集計を行

いましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．集計対象とした独立役員届出書について 

本集計においては、平成２３年７月２９日時点で上場している上場内国会社（２，２７１

社）が、同日までに提出した独立役員届出書を対象としています（図表１）。 

 

 

２．集計結果 

［会社別］ 

○ 全ての３月期決算会社が独立役員を確保済み 

集計対象となった上場会社の９９．９％にあたる２，２６８社が独立役員を確保済みとの

届出を行っています。確保済みの上場会社は、前回（昨年７月）集計時1から６．３ポイン

ト増加しています（図表２－１）。 

これにより、昨年７月の時点では、３月期決算会社のうち７９社が独立役員が「未確保」

である旨の届出を行っていましたが、本年の定時株主総会を経て、全ての３月期決算会社が

独立役員を確保済みとなっています。東証では、平成２３年３月１日以後に終了する事業年

度に係る定時株主総会後においても独立役員を確保していない場合には、公表措置等の実効

性確保手段の対象とする方針を明らかにしていました2が、これに該当する会社はありませ

んでした。現時点で独立役員が「未確保」となっている上場会社は、８月期決算会社１社、

９月期決算会社１社、１２月期決算会社１社であり、本年度の定時株主総会において独立役

員を確保した場合には、公表措置等の実効性確保手段の対象とはなりません。 

独立役員を２名以上確保している旨の届出を行っている上場会社は、全体の５１．１％に

達しており、昨年との比較で５．５ポイント増加しています。独立役員が確保済みである旨

                                            
1 平成２２年７月２１日付東証上場第１６１号「独立役員届出書の集計結果の更新について」（URL：
http://www.tse.or.jp/news/09/b7gje6000000t19q-att/20100721.pdf）参照。 
2 平成２２年１２月２９日付「「上場制度整備の実行計画 2009（速やかに実施する事項）」に基づく業務規程等

の一部改正について」（URL：http://www.tse.or.jp/rules/regulations/091222_a1.pdf）参照。 
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の届出を行っている上場会社１社あたり、平均で１．９９名の独立役員が確保されています。

上場会社の規模別3で比較すると、規模の大きい上場会社ほど、届出済みの独立役員の人数

は多くなっており、この傾向は昨年と同様です（図表２－２）。 

 

○ 社外取締役のみを届け出ている上場会社が１０．２％、社外監査役のみを届け出ている上

場会社が６９．３％、両方を届け出ている上場会社が２０．５％ 

独立役員を確保済みとして届出を行っている上場会社のうち、社外取締役のみを届け出て

いる上場会社が１０．２％、社外監査役のみを届け出ている上場会社が６９．３％、両方を

届け出ている上場会社が２０．５％となっています。 

昨年との比較では、社外取締役のみを届け出ている上場会社が０．４ポイント、社外監査

役のみを届け出ている上場会社が１．４ポイント減少し、社外取締役及び社外監査役をそれ

ぞれ１名以上届け出ている上場会社が１．８ポイント増加しています（図表３－１）。上場

会社の規模別では、規模の大きい上場会社ほど社外取締役のみを届け出ている上場会社の割

合及び社外取締役と社外監査役の両方を届け出ている上場会社の割合が高くなっており、こ

の傾向は昨年と同様です（図表３－２）。 

 

 

［独立役員別］ 

○ 独立役員の数は昨年から８．３％増、独立役員に占める社外取締役の割合は微増 

延べ４，５２７名の独立役員が届け出られており、昨年の４，１８０名から３４７名（８．

３％）増加しています。 

独立役員のうち、２５．４％にあたる１，１５２名（昨年から１０６名増加）が社外取締

役、７４．６％にあたる３，３７５名（昨年から２４１名増加）が社外監査役です。独立役

員に占める社外取締役の割合が、昨年との比較で０．４ポイント増加しています（図表４－

１）。上場会社の規模別では、規模の大きい上場会社ほど社外取締役の割合が高くなってお

り、この傾向は昨年と同様です（図表４－２）。 

 

○ 開示加重要件に該当する独立役員は全体の６．１％ 

独立役員のうち、有価証券上場規程施行規則第２１１条第４項第５号等に定める要件（以

下「開示加重要件」といいます。）に該当していない独立役員は、独立役員全体の９３．９％

にあたる４，２４９名となっています。６．１％にあたる２７８名が、開示加重要件のいず

れかに該当しています（図表５－１）。 

昨年との比較では、開示加重要件に該当する独立役員の割合が０．１ポイント増加してい

ます（図表５－１）。上場会社の規模別では、最も規模の大きい区分の上場会社において、

開示加重要件に該当している独立役員の割合が特に低くなっており、この傾向は前回と同様

です（図表５－２）。 

開示加重要件に該当する独立役員の７６．６％にあたる２１３名が、「上場会社の主要な

                                            
3 平成２３年７月中の月間平均時価総額による。 
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取引先又はその業務執行者であった者」に該当しています（図表５－３）。 

なお、一般株主との利益相反が生じるおそれがあると考えられる類型として上場管理等に

関するガイドラインⅢ５．（３）の２に規定した要件に該当する独立役員の届出は行われて

いません。 

 

 

３．図表 

 

図表１．集計対象会社の規模別、決算期別分布（７月２９日現在） 

 決算期別

規模別 

 

３月期決算会社 ３月期決算以外

 2,271 社 1,714 社 557 社 

～100 億円 777 社 517 社 260 社 

100 億円～1000 億円 1,040 社 806 社 234 社 

1000 億円～１兆円 393 社 336 社 57 社 

時
価
総
額 

1 兆円～ 61 社 55 社 6 社 
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図表２－１．独立役員の確保状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－２．独立役員の確保状況・規模別比較（平成２３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１名, 1,107社,
48.7%

２名, 572社,
25.2%

未確保, 3社,
0.1%

６名, 35社, 1.5%
７名以上, 25社,

1.1%
５名, 71社, 3.1%

４名, 146社,
6.4%

３名, 312社,
13.7%

平成23年

独立役員確保済み 合計 2,268社（99.9％）
確保済みの会社１社あたり 平均 1.99名

１名, 1,104社,
48.0%

２名, 527社,
22.9%

未確保, 148社,
6.4%６名, 34社, 1.5%

７名以上, 20社,
0.9%

５名, 74社, 3.2%

４名, 112社,
4.9%

３名, 282社,
12.3%

平成22年

独立役員確保済み 合計 2,153社（93.6％）
確保済みの会社１社あたり 平均 1.94名

３名, 70社, 9.0%

４名, 22社, 2.8%
５名, 1社, 0.1%

未確保, 3社,
0.4%

２名, 191社,
24.6%

１名, 490社,
63.1%

１名, 516社,
49.6%

２名, 269社,
25.9%

６名, 7社, 0.7%

７名以上, 5社,
0.5%

５名, 28社, 2.7%

４名, 58社, 5.6%

３名, 157社,
15.1%

１名, 95社,
24.2%

２名, 105社,
26.7%

６名, 14社, 3.6%７名以上, 8社,
2.0%

５名, 39社, 9.9%

４名, 56社,
14.2%

３名, 76社,
19.3%

１名, 6社, 9.2%

２名, 7社, 10.8%

６名, 18社,
27.7%

７名以上, 12社,
18.5%

５名, 3社, 4.6%

４名, 10社,
15.4%

３名, 9社, 13.8%

１社あたり平均独立
役員人数：1.51名

１社あたり平均独立
役員人数：1.90名

１社あたり平均独立
役員人数：2.78名

１社あたり平均独立
役員人数：4.59名

時価総額 ～100億円
（777社）

時価総額 100億円～1000億円
（1,040社）

時価総額 1000億円～1兆円
（393社）

時価総額 1兆円～
（61社）
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図表３－１．「確保済み」の上場会社の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－２．「確保済み」の上場会社の状況・規模別比較（平成２３年） 

 

 

 

 

 

 

 

社外取締役

のみ, 106

社, 10.2%

社外監査役

のみ, 738

社, 71.0%

両方, 196

社, 18.8%

社外取締役

のみ, 44社,

11.2%

社外監査役

のみ, 189

社, 48.1%

両方, 160

社, 40.7%
両方, 34社,

55.7% 社外監査役

のみ, 20社,

32.8%

社外取締役

のみ, 7社,

11.5%

社外取締役

のみ, 75社,

9.7%

社外監査役

のみ, 625

社, 80.7%

両方, 74社,

9.6%

時価総額 ～100億円 時価総額 100億円～1000億円

時価総額 1000億円～1兆円 時価総額 1兆円～

社外取締
役のみ,
228社,
10.6%

社外監査
役のみ,
1,522社,
70.7%

両方,
403社,
18.7%

平成22年

社外取締
役のみ,
232社,
10.2%

社外監査
役のみ,
1,572社,
69.3%

両方,
464社,
20.5%

平成23年
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図表４－１．社外取締役・社外監査役の別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－２．社外取締役・社外監査役の別・規模別比較（平成２３年） 

 

 

 

 

 

 

 

社外取締
役, 1,046
名, 25.0%

社外監査
役, 3,134
名, 75.0%

社外取締
役, 1,152
名, 25.4%

社外監査
役, 3,375
名, 74.6%

平成22年 平成23年

独立役員延べ人数 4,527名独立役員延べ人数 4,180名

社外取締
役, 455

名, 23.0%

社外監査
役, 1,521
名, 77.0%

社外取締
役, 392

名, 35.8%

社外監査
役, 704

名, 64.2%

社外監査
役, 145

名, 51.8%

社外取締
役, 135

名, 48.2%

社外監査
役, 1,005
名, 85.5%

社外取締
役, 170

名, 14.5%

時価総額 ～100億円 時価総額 100億円～1000億円

時価総額 1000億円～1兆円 時価総額 1兆円～
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図表５－１．「開示加重要件」の該当状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５－２．「開示加重要件」の該当状況・規模別比較（平成２３年） 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし,
1,848名,
93.5%

該当あり,
128名,
6.5%

該当なし,
1,026名,
93.6%

該当あり,
70名,
6.4%

該当あり,
7名, 2.5%

該当なし,
273名,
97.5%

該当なし,
1,102名,
93.8%

該当あり,
73名,
6.2%

時価総額 ～100億円 時価総額 100億円～1000億円

時価総額 1000億円～1兆円 時価総額 1兆円～

該当な
し, 3,928
名, 94.0%

該当あ
り, 252
名, 6.0%

該当な
し, 4,249
名, 93.9%

該当あ
り, 278
名, 6.1%

平成22年 平成23年
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図表５－３．「開示加重要件」の該当状況 詳細 

現在・最近 過去 
【前回集計（平成 22 年）】 

人数 割合 人数 割合 

a1：上場会社の親会社の業務執行者 0 名 － 0 名 － 

a2：上場会社の兄弟会社の業務執行者 0 名 － 2 名 0.0％ 

b1：上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 0名 － 7 名 0.2％ 

b2：上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 0 名 － 198 名 4.7％ 

c：上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を

得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 
0 名 － 9 名 0.2％ 

d：上場会社の主要株主又はその業務執行者 9 名 0.2％ 32 名 0.8％ 

e1：上場会社又はその子会社の業務執行者の近親者 0 名 － 2 名 0.0％ 

e2：上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計

参与（独立役員が社外監査役の場合）の近親者 
0 名 － 0 名 － 

 

現在・最近 過去 
【今回集計（平成 23 年）】 

人数 割合 人数 割合 

a1：上場会社の親会社の業務執行者 0 名 － 0 名 － 

a2：上場会社の兄弟会社の業務執行者 0 名 － 1 名 0.0％ 

b1：上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 0名 － 8 名 0.2％ 

b2：上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 0 名 － 213 名 4.7％ 

c：上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を

得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 
0 名 － 13 名 0.3％ 

d：上場会社の主要株主又はその業務執行者 9 名 0.2％ 33 名 0.7％ 

e1：上場会社又はその子会社の業務執行者の近親者 0 名 － 2 名 0.0％ 

e2：上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計

参与（独立役員が社外監査役の場合）の近親者 
0 名 － 0 名 － 

 

※ 表の a1～e2 は、有価証券上場規程施行規則第２１１条第４項第５号等に定める要件を簡略化して表記

したものです。なお、複数の要件に該当している独立役員が存在するため、表の人数の合計は、要件のい

ずれかに該当している独立役員の数とは一致しないことにご留意ください。 

 

以 上 

 

 

 

 【本件に関するお問合せ先】 
株式会社東京証券取引所 

上場部 企画担当 
０３－３６６６－０１４１（ 代 表 ） 
０３－３６６５－１９３７（夜間直通） 


